























市場に新規追加になった NPOが構成する「NPO （非営利組織）＋PO （営利











































































































3. 知識飽和とトリガーの編集，事業創造 Bto Bから Bto Cへ
20世紀の大企業は「商品企画・開発・生産・流通・販売」構造であった。と
ころが，先鋭的企業は「事業群と事業支援構造体」構造へと転換しつつある。

































事業創造のBto C は PO と NPO によって，知識飽和とトリガーで実現される。
知識飽和の場でPO と NPOを繋ぐ道具がインターネットである。




グの過程であっという聞に社会問題がNPO によって解決され， PO により事
業計画から商品・サービスまで作りあげられる。社会における事業創造
B(PO) to B (NPO）の連携戦略である。
4. NPO に関する基礎知識
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5. NPO法の特徴
1998年 3 月 19日，「特定非営利活動促進法」（通称NPO法）が国会にて成立，
























以上， NPO法に関して主な特徴 3 つを挙げたが， NPO にとって最も重要な
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次に， NPO の 3 つの特色とは，以下のとおり。






















現在日本では特定非営利活動法人としてのNPOは2001年 1 月 26 日時点で，
設立申請数が3965団体，認証団体が3285団体，不認証団体が18団体あり，日本
の GDP における NPO の占める割合は1995年において4.5%である。アメリカ
- 214 ( 732 ）ー
では GDP の 9 %, EU では， GDP の 10～14%である。これは世界中で増加傾







ある。 10人以上の社員が必要で，役員は 3 人以上必要である。非営利とはいえ，
ボランティアとは異なり法人なので有給社員も存在する。しかし，その数は役
員の 3 分の 1 以下と法律で定められており，給料も常識の範囲内の金額である。
NPO法に残された課題が 2 点ある。第 l は，寄付税制の改革には全く着手

























































































































2000年 6 月の経済企画庁の調査で， NPO法人の活動，運営上の実態が明ら
かになった。法人の活動分野は，保健，医療，福祉が67% ともっとも多く，街
づくりが33.2%，子どもの健全育成が32.0%である。個人会員数では， 1 ~ 49 
人が38.8%, 100～499人が29.7%, 50～99人が13.7%である。法人格の取得理








受けている 15.4%。特定非営利事業による収入は O 円が30.9%, 1 円～200万
円22.4%, 200万円～400万円10.9%, 1200万円以上17.2%。収益事業収入は200
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い政府になってしまう。これを避けるためには， NPO の力を借りる必要があ
る。






























































































役として， 21世紀の新しい組織になる。 NPO はもともと市民セクターから発
達してでてきたものと考えられる。結論を言うと，新しい企業を作ろうとする




考えてみる。その NPO とは，「子供モノづくり教育支援事業団」という NPO
で，子供の健全育成，社会教育の推進，国際協力を目的として活動している。
子供たちに機械と慣れ親しんでもらおうというものだ。ロボットキットを開発
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導員を 6 人を日当＠ 1 万円で， 3 日間雇った。それですべての金額を計算する
と，ロボットキット＠6,000円× 30台で180,000円，指導員の人件費， 1 日＠ 1





















-25 ( 743 ）ー
（今回は市町村教育委員会等）及び企業（今回はロボットキット製造メーカー）





の収入は1,000市町村× 1,000円× 30人＝ 3,000万円となり， 3,000万円の収入が
見込めるのである。これだけの収入があればNPO は完全に運営できるのだ。













































































































































IT によりその流れの方向に逆転がは発生することが予想される。 NPO は前述
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図 3 : 20世紀の情報・知識の流れ
｜市場 β二三よ I 
＼一＿／ J 
ー＋は，情報・知識の流れの方向を示 L，ている。
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企業セクターでのビジネスのようにに，勝ち負けを競うところではな L、。多く
がWin Win のビジネスと思われる。進んで人の役に立つことを行って儲ける
ビジネスであり，相互関係がパワーである o NPO をネットワークに導入する
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